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論 文 内 容 の 要 旨

本論文は,国または地方公共団体が必要な財力を取得し,管理し,使用する作用のうち税の賦課徴収を除く部分に関する

法を財政法と位置付けた上で,アメリカにおける財政法の動向を明らかにし,これを日本の税財政法に関する解釈,立法論

に投影するものである｡

第一編は,アメリカ歳出予算法の基本的な構造を描いた上で,執行部による予算の執行留保を取り上げ,これに対する裁

判所および議会のコントロールを検討する｡第一章では,アメリカの予算法と実体法との関係が検討され,実体法を欠いた

予算法の有効性,予算法による実体法の黙示の改廃,支出制限規定による実体法の無効化の諸点の検討から,予算法を実体

法の目的実現という制約の下に従属的に位置付ける判例の原則が明らかにされるとともに,例外的にそれが緩和される場合

が描かれる｡第二章では,アラスカ州における予算法に対する州憲法の制約法理が,実体法との区別や地域法または特別法

の禁止等に関するKeithLevyの論文を紹介検討する形で明らかにされる｡

第三～五章は,論文全体の核となる部分で,議会が定めた予算に対して執行部が行う執行留保 (予算執行過程において財

務監督機関によりなされる留保金設定行為)の解明と,これに対する裁判所および議会の法的コントロールの構造を,60年

代未から70年代初頭の執行留保の展開を素材として検討する｡第三章は,予算に対する事項別の拒否権が大統領に認められ

ていないため,その代替として執行留保が用いられてきたとして執行留保の法的根拠を検討し,フィスカルポリシーのよう

な一般的政策やプログラム自体に対する独自的評価に基づいた執行留保が,当時多数存在したと述べる｡そして,明示的根

拠を欠くこうした ｢政策的執行留保｣は,議会の予算権限を纂奪するものであり,個別実体法の法目的に上位する法目的を

遂行するための手段や個別実体法の法目的の実現を制約するための手段として用いられてきたとする｡第四章は,執行留保

が争われた判決の圧倒的多数が,他事考慮の禁止,合理的文言解釈,立法史から導かれた議会の意思を主な理由として,執

行留保権限を否認してきたが,他方で,実体法の法目的に反しない範囲での予算の効率的使用や,実体法の法目的自体が存

立し得ない場合のプログラム停止の許容の観点から,若干の判例が留保権限を認めていることを指摘し,この対立の背景を,

予算執行過程における執行部の機動的対応の必要性と,連邦基金に対する議会の究極的決定権限の意義に対する基本認識の

相違に求める｡第五章は,1974年執行留保規制法を取り上げ,同法が予算執行過程における行政の秘密主義を打破する契機

を内在している点,執行留保を肯定した一部判決に対する議会の否定的意思を表明した点をその意義と捉えるとともに,同

法の実効性は議会の対応次第であるし,執行留保に対する司法審査のあり方が問題として残されていると結論付ける｡

第二編は,歳出に対する法的統制の手法や機能と,収入調達手段に関する特別課徴金制度の検討を行う｡第六章は,1985

年均衡予算および緊急財政赤字規制法と,同法が定める会計検査院長-の報告義務の合憲性が争われたBowsher最高裁判決

を取り上げ,同法を議会の主導権の下で財政赤字を理由とする予算権限の事後的修正の可能性に途を開いたものと位置付け

る｡第七章は,特別課徴金を取り上げ,賦課目的に関して判例の動向が費用負担説を許容する方向にあるが,それは伝統的

な開発利益吸収説を積極的に否定するものではないことを示し,その関連において,特別の利益の内容および範囲の議論を
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行う｡第八章は,公金の私的費消禁止規定の規範的意味や役割を明らかにするために,私企業に対する財政援助におけるア

メリカの公目的の法理を取り上げ,その歴史的背景や判例における展開を丹念に追いながら,同法理が公金 ･公財産は私的

に費消されてはならないとする明確な理念と論理に支えられてきたと結論付ける｡第九章は,フロリダ州における課税と財

政支出に関する禁反言の法理を論じたDavidK.Millerによる論文を紹介し,財政の領域における禁反言の適用を,財政権の

簡潔性維持の要請と個別的正義の要請との調整の中に位置付ける同論文の視点と,日本の信頼保護原則の視点との差異に言

及する｡

第三編は,以上の議論を日本法-投影する｡第十章は,財政議会主義の徹底化の観点から予算法律説を採った上で,歳出

抑制による国民の権利利益侵害の観点から,一定の予算は義務的支出が要請されるのではないかと主張する｡第十一章は,

市長の県職員に対する公金による接待が争われた住民訴訟に対する最高裁判決を取り上げ,接待oj適法要件を具体的に検討

する｡第十二章は,主に土地を対象とした負担に関して,普通税による方法を,目的税および負担金との対比において,再

評価する｡第十三章は,地方税における目的税に関して,法定外目的税の創設や法定外普通税の目的税的運用に対して慎重

な立場を採り,目的税には議会の統一的財政決定権を制約してもなお実現すべき政策等が積極的に提示されるべきであるし,

目的税の基礎を公共事業等からの受益関係に置くことも納税者の担税力-の配慮を欠くことになると論じる｡第十四章は,

宗教活動の非課税や宗教法人-の税制を取り上げ,宗教法人を含む公益法人の本来の活動に対する非課税は何ら優遇ではな

いし,その収益事業に対する軽減課税にも合理性が認められると結論付けるとともに,民間の公益団体に対する課税支援に

慎重な姿勢を示す｡

論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨

本論文は,国や地方公共団体による財政に関わる行為 (財力の取得,管理,使用)に対する法的規律のあり方を主題とし,

アメリカにおける予算の執行留保を中心的な題材として論じたものである｡本論文を一貫して流れる基調は,議会が財政を

統制すべきであるという考え方,すなわち,財政議会主義である｡財政法は,税法に続いて行政法から分化した学問分野で

あるが,従来の行政作用を主な対象とする研究では,その裏付けとなる財政に対する法的規律にまでは必ずしも十分な議論

が及ばず,結果として予算執行における行政裁量が漠然と取り残されてきた｡本論文は,このことを自覚的に捉え,歳出予

算法の法的性格を基礎づけた上で財政統制の法理論を検討することにより,財政法独自の研究手法を編み出そうとしている

点で,まず高く評価することができる｡

次に本論文は,執行留保の目的と法的根拠を,予算執行において何を優先し劣後させるかの価値判断を行う主体とその手

続という角度から分析するが,それは単なる法的手続や根拠といった概念的形式的な議論に止まるのではなく,その価値判

断自体を実体法が国民に与えた権利に対する侵害や抑制の可能性との緊張関係の中に置いて,具体的実体的に捉えようとす

る｡しかも,このような国民の権利を土台とする論理,言い換えれば,実体法に基づく価値を持ち込んだ論理が,取り上げ

られた様々な興味深い素材に流されることなく展開されている点は,本論文の問題意識の強さと鮮明さを示すものといえる｡

本論文が実体法やその指し示す価値規範を常に意識しながら,アメリカの予算権限に関する基本的な考え方と,予算権限を

めぐる動向を明確に描いている点は,先行業績には見られないものであり,従来の財政法研究を大きく進めるものである｡

最後に,本論文が対象とした範囲は,執行部による予算執行留保を中心としながらも,歳出統制に関しては,議会による

歳出削減立法と連邦憲法との関係の議論を手始めに,私企業に対する財政援助といった今日的な問題に及んでいる｡また本

論文は,歳人側にも目を向けており,アメリカの特別課徴金の賦課目的が開発利益の吸収よりも費用負担にあることを論じ

た部分は,わが国における下水道等の受益者負担金の議論にも影響を与えた｡このように本論文は,財政法全般を対象とし

たある程度体系的な記述を目指している｡ただ,そのために議論の範囲がやや広がり過ぎて,特に目的税を論じた第十二,

十三章と宗教活動に対する非課税を論じた第十四章は,本論文の冒頭で設定された ｢租税の賦課徴収を除いた部分｣という

財政法の領域をはみ出ている｡しかし,目的税と受益者負担金との内的関連性や租税歳出としての非課税の位置付けからは,

これらの章が財政法と税法との接点を作る意味を持つと見られる｡

以上のように,本論文は,財政法に対する財政議会主義を基調としたアプローチを提示し,その体系化をめざした書物と

して重要なものであり,この法領域の発展の基礎となるものであるから,博士 (法学)の学位を授与するにふさわしいもの
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と認める｡

なお,平成10年10月6日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結果,合格と認めた｡
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